
 

科学技術イノベーションに関する内閣府の所掌事務等 

 

内閣府設置法（抄） 

 

 （所掌事務） 

第四条 内閣府は、前条第一項の任務を達成するため、行政各部の施策の統一を図るた

めに必要となる次に掲げる事項の企画及び立案並びに総合調整に関する事務（内閣官

房が行う内閣法 （昭和二十二年法律第五号）第十二条第二項第二号に掲げる事務を除

く。）をつかさどる。 

 一～十二 （略） 

十三 科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策に関する事項 

十四 科学技術に関する予算、人材その他の科学技術の振興に必要な資源の配分の方

針に関する事項 

十五 前二号に掲げるもののほか、科学技術の振興に関する事項 

十六 研究開発の成果の実用化によるイノベーションの創出（研究開発システムの改

革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律

（平成二十年法律第六十三号）第二条第五項に規定するものをいう。第三項第七号

の三及び第二十六条第一項第四号において同じ。）の促進を図るための環境の総合

的な整備に関する事項 

十七～三十 （略） 

２ （略） 

３ 前二項に定めるもののほか、内閣府は、前条第二項の任務を達成するため、次に掲

げる事務をつかさどる。 

 一～六 （略） 

七 科学技術基本計画（科学技術基本法（平成七年法律第百三十号）第九条第一項に

規定するものをいう。）の策定及び推進に関すること。 

七の二 科学技術に関する関係行政機関の経費の見積りの方針の調整に関すること。 

七の二の二 特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法（平

成二十八年法律第四十三号）第三条第一項に規定する特定国立研究開発法人による

研究開発等を促進するための基本的な方針の策定及び推進に関すること。 

七の三 研究開発の成果の実用化によるイノベーションの創出の促進を図るための環

境の総合的な整備に関する施策の推進に関すること。 

八～六十二 （略） 

 

   第三目 総合科学技術・イノベーション会議 

 （所掌事務等） 

第二十六条 総合科学技術・イノベーション会議（以下この目において「会議」という。）
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は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 内閣総理大臣の諮問に応じて科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基

本的な政策について調査審議すること。 

二 内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じて科学技術に関する予算、人材その他

の科学技術の振興に必要な資源の配分の方針その他科学技術の振興に関する重要事

項について調査審議すること。 

三 科学技術に関する大規模な研究開発その他の国家的に重要な研究開発について評

価を行うこと。 

四 内閣総理大臣の諮問に応じて研究開発の成果の実用化によるイノベーションの創

出の促進を図るための環境の総合的な整備に関する重要事項について調査審議する

こと。 

五 第一号に規定する基本的な政策並びに第二号及び前号に規定する重要事項に関し、

それぞれ当該各号に規定する大臣に意見を述べること。 

２～４ （略） 

 

 

【参考１】科学技術基本法（抄） 

 

 （目的） 

第一条 この法律は、科学技術（人文科学のみに係るものを除く。以下同じ。）の振興に

関する施策の基本となる事項を定め、科学技術の振興に関する施策を総合的かつ計画

的に推進することにより、我が国における科学技術の水準の向上を図り、もって我が

国の経済社会の発展と国民の福祉の向上に寄与するとともに世界の科学技術の進歩と

人類社会の持続的な発展に貢献することを目的とする。 

 

 

【参考２】尾身幸次『科学技術立国論 科学技術基本法解説』（読売新聞社）（抄） 

 

第７章 科学技術基本法逐条解説（第１条） 

１．「科学技術」 

「科学技術」とは、「科学技術に裏打ちされた技術」のことではなく「科学及び技術」

の総体を意味する。 

「科学」とは、一般に、事がらの間に客観的なきまりや原理を発見し、それらを体系

化し、説明することをいい、「技術」とは、理論を実際に適用する手段をいう。 

「科学」は、広義にはおよそあらゆる学問の領域を含むものであるが、狭義の「科学」

とは、とくに自然の事物、事象について観察、実験等の手法によって原理、法則を見い

だすいわゆる自然科学及びそれに係る技術をいい、その振興によって国民生活の向上、

社会の発展等が図られるものである。 


